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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第166期及び第167期第１四半期連結累計期間並びに第166期においては、潜在株式がないため潜在株式調整

後１株当たり四半期(当期)純利益金額は記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第166期 

第１四半期 
連結累計期間

第167期 
第１四半期 
連結累計期間

第166期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 9,366 10,052 37,829 

経常利益 (百万円) 460 676 1,708 

四半期(当期)純利益 (百万円) 317 263 1,292 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 289 441 1,861 

純資産額 (百万円) 18,651 20,659 20,222 

総資産額 (百万円) 63,882 61,035 60,331 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 28.17 22.92 114.60 

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 28.56 33.08 32.77 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子

会社)が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新政権下における金融緩和をはじめとした各種政

策による経済成長への期待感から回復傾向にあるものの、欧州債務問題の長期化や中国などの新興国の

経済減速などの影響を受け、依然として先行きは不透明な状況にあります。 

このような経済情勢下において、当社グループの業績はほぼ計画通りに推移しております。 

なお、営業利益の対前年比の増加は、前第１四半期連結累計期間に積極的に行った広告宣伝に係る費

用相当額を、今期は第２四半期連結累計期間に予定していることによります。 

また、株式会社リーガルコーポレーション（持分法適用関連会社）の株式を一部売却したことによ

り、投資有価証券売却益を計上いたしましたが、これにより持株割合が低下したため、持分法による投

資利益は減少いたしました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期に比べ686百万円増加し、10,052百

万円（前年同四半期比7.3％増）となりました。 

売上総利益は、50百万円増加し、2,589百万円（同2.0％増）となり、営業利益は、177百万円増加

し、669百万円（同36.0％増）となり、経常利益は、216百万円増加し、676百万円（同47.0％増）とな

り、四半期純利益は、53百万円減少し、263百万円（同17.0％減）となりました。 

なお、当社と株式会社リーガルコーポレーションとの社外取締役の相互兼任を解消いたしましたが、

共同出資会社の処理など、今後引き続き協議を進めてまいります。 
  

セグメントの状況につきましては以下の通りであります。 

なお、営業利益は、セグメント間の内部取引による損益を振替消去した後の金額であり、セグメント

利益(セグメント情報)は、これを振替消去する前の金額であります。  

① コラーゲン・ケーシング事業 

コラーゲン・ケーシングの売上高は、引き続き天然腸の世界的な供給不足により、国内部門は順調

に推移し、輸出部門も各国への値上げや円安により売上高及び営業利益が増加いたしました。一方、

原料や燃料価格の上昇などにより、引き続き製造コストは上昇しております。 

この結果、売上高は、2,759百万円(前年同四半期期比24.0％増)、営業利益は、740百万円(同

41.0％増)、セグメント利益は、556百万円(同61.2％増)となりました。 

② ゼラチン関連事業 

ゼラチン、ペプタイド共に売上高は、減少いたしました。損益面では、急激な円安により輸入原料

などが高騰し、製造コストが上昇したことにより減益となりました。 

この結果、売上高は、1,721百万円(同11.8％減)、営業利益及びセグメント利益は、34百万円(同

86.6％減)となりました。 

③ 化粧品関連事業 

コラーゲン化粧品の売上高は、化粧品、健康食品共に減少いたしました。このため、第２四半期以

降は、ＴＶコマーシャルなどの積極的な広告活動を行い、新規顧客の獲得を目指してまいります。 

この結果、売上高は、992百万円(同11.6％減)、営業損失は、11百万円(同87.4％減)、セグメント

損失は、41百万円(同63.8％減)となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④ 皮革関連事業 

自動車用革及び紳士靴、婦人靴用革の売上高は、景気回復の傾向により順調に推移いたしました。

損益面では、利益率の低い原皮などの原材料の取扱高が減少したことにより増益となりました。 

この結果、売上高は、2,217百万円(同4.1％増)、営業利益は、109百万円(同119.2％増)、セグメン

ト利益は、98百万円(同152.7％増)となりました。 

⑤ 賃貸・不動産事業 

賃貸・不動産部門は、再開発を進めている東京都足立区及び大阪市浪速区の土地で引き続き暫定事

業として賃貸事業を継続しております。 

この結果、売上高は、112百万円(同15.3％増)、営業利益は、55百万円(同40.2％増)、セグメント

利益は、284百万円(同9.7％増)となりました。 

⑥ 食品その他事業 

有機農産物は、世界的な穀物価格の急激な上昇に加え円安傾向もあり、需要の引き合いが強く、肥

料、イタリア食材は、円安の進行により価格交渉を実施した結果、共に増収増益となりました。一

方、リンカー、ＢＳＥ検査キット、化成品の売上高は、共にほぼ横ばいに推移いたしました。 

この結果、売上高は、2,248百万円(同22.3％増)、営業利益は、99百万円(同28.3％増)、セグメン

ト利益は、97百万円(同29.5％増)となりました。  

     

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は61,035百万円となり、前連結会計年度末と比べ703百万円の

増加となりました。  

① 資産の部 

流動資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金などの増加により、前連結会計年度末と比べ782

百万円増加し、20,251百万円となりました。 

固定資産は、東京都足立区の土地再開発などにより、有形固定資産が54百万円増加しましたが、投

資有価証券の売却により、投資その他の資産は135百万円減少しました。これにより、前連結会計年

度末と比べて76百万円減少し、40,752百万円となりました。 

② 負債の部 

流動負債は、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等、賞与引当金が1,086百万円減少し

ましたが、その他流動負債のうち、未払賞与、未払配当金などは584百万円増加しました。これによ

り、前連結会計年度末と比べ468百万円減少し、19,464百万円となりました。 

固定負債は、長期借入金が増加したことにより、前連結会計年度末と比べ735百万円増加し、

20,911百万円となりました。 

③ 純資産の部 

純資産は、資本剰余金、利益剰余金、自己株式、その他有価証券評価差額金、為替換算調整勘定な

どが増加したことにより、前連結会計年度末と比べ436百万円増加し、20,659百万円となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事実上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針（以下「会社の支配

に関する基本プラン」といいます。）を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲

げる事項）は次のとおりであります。 

  

① 会社の支配に関する基本プランの内容 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念をはじめ当社の財務基盤

や事業内容等の企業価値の様々な源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えて

おります。 

一方、金融商品取引所に上場する株式会社としての当社の株主の在り方は、市場での自由な取引を通じ

て決まるものであり、当社の支配権の移転を伴う買収行為がなされた場合に、これに応じるか否かの判

断も最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

 しかしながら、株式の大量買付行為や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主

共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要す

るおそれのあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付行為や買付提案の内容等について検討し、ある

いは対象会社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情報を提供することのな
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いもの、買付条件等が対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に照らして著しく不十分または不

適当であるもの、対象会社の企業価値の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊す

る意図のあるもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。 

 当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大量買付等

を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

② 会社の支配に関する基本プランの実現に資する特別な取組み 

当社は、1907年（明治40年）に皮革生産の国産化を促進し、皮革の国内自給体制の確保を目的に設立

され、皮革産業を通じて経済の進展と国民生活の向上に寄与してまいりました。 

 当社は、「確かな技術を基に、『お客さまのニーズ』に合致する高品質の製品を提供し、『顧客満足

度』を高めること」を通じて、企業の存在価値と企業価値の向上に継続的に取り組み、社会的貢献と企

業の利益創出の同時実現を目指して、社会の信頼を確保することを経営理念としております。「企業価

値の向上」を実現するため、永年にわたり差別性の高い高付加価値商品の研究開発と製品化に経営資源

を重点投入しており、その結果は、コラーゲン・ケーシング、コラーゲン化粧品、医薬用コラーゲン・

ペプチド等々として、当社事業の根幹を形成するに至っております。また、この経営のベースとなった

のは長い期間をかけて築きあげてきたお客様始め取引先等のステークホルダーとの密接な信頼関係であ

り、その維持・向上が今後とも大切であると考えております。当社は今後とも、「品質」にこだわり、

ステークホルダーの皆様と共に歩むという一貫した思想のもと、当社の強みであるバイオマトリックス

研究をさらに深耕させ、様々な高機能商品の開発を推進することで、事業領域の拡大と高収益体質化を

図り、企業価値の最大化を目指してまいります。 

  

③ 会社の支配に関する基本プランに照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が

支配されることを防止する取組みの概要 

当社は会社の支配に関する基本プランに照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の

決定が支配されることを防止する取組みとして「当社株式の大量買付行為に関する対応策」（以下「本

プラン」といいます。）を導入しております。 

その概要は以下の通りです。 

ａ．本プラン導入の目的 

 本プランは、会社の支配に関する基本プランに照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。 

ｂ．本プランの対象となる当社株式の買付 

 本プランの対象となる大量買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的

とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当

社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を大量買付者といいます。 

ｃ．特別委員会の設置 

 本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客

観性・合理性を担保するため、特別委員会規程に基づき、特別委員会を設置いたします。特別委員会

の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行から独立している社

外取締役、社外監査役または社外有識者のいずれかに該当する者の中から選任します。 

ｄ．大量買付ルールの概要 

（ⅰ）大量買付者による当社に対する意向表明書・必要情報の提出 

 大量買付者が大量買付行為を行おうとする場合には、大量買付行為または大量買付行為の提案に

先立ち、大量買付ルールに従う旨の誓約を含む大量買付の内容等を記載した意向表明書を、当社の

定める書式により当社取締役会に提出していただき、当社取締役会は、意向表明書を受領した日か

ら10営業日以内に、大量買付者に対して、大量買付行為に関する情報（以下「必要情報」といいま

す。）として当社取締役会への提出を求める事項について記載した書面（以下「必要情報リスト」

といいます。）を交付し、大量買付者には、必要情報リストに従い、必要情報を当社取締役会に書

面にて提出していただきます。 

（ⅱ）当社取締役会による必要情報の評価・検討等 

 当社取締役会は、大量買付者が当社取締役会に対し必要情報の提出を完了した後、対価を現金

（円貨）のみとする公開買付による当社全株式の買付の場合は最長60日間またはその他の大量買付

行為の場合は最長90日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための

期間として設定し、提供された必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重

にとりまとめ公表いたします。 
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（ⅲ）取締役会の決議および株主総会の開催 

 当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の必要性、相当性等を十分検討し

たうえで対抗措置発動または不発動等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。

また、当社取締役会は、特別委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株

主総会の開催を要請する場合には、当社株主総会を開催する場合があります。 

（ⅳ）大量買付行為待機期間 

 大量株主検討期間を設けない場合は、取締役会評価期間終了までを、また株主検討期間を設ける

場合には取締役会評価期間と株主検討期間をあわせた期間の終了までを大量買付行為待機期間とし

ます。そして大量買付行為待機期間においては、公開買付の開始を含む大量買付行為は実施できな

いものとします。 

 従って、大量買付行為は、大量買付行為待機期間の経過後にのみ開始できるものとします。 

（ⅴ）大量買付行為が実施された場合の対応 

 大量買付者が大量買付ルールを遵守した場合には、仮に当社取締役会が当該大量買付行為に反対

であったとしても、当該大量買付行為についての反対意見を表明したり、代替案を提示することに

より、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大量買付行為に対する対抗措置は講じませ

ん。 

 ただし、大量買付者が大量買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にか

かわらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新

株予約権の無償割当等、法令等及び当社定款が認める対抗措置を講じることにより大量買付行為に

対抗する場合があります。 

ｅ．本プランの有効期限等 

 本プランの有効期限は、平成27年６月に開催される当社定時株主総会終結の時までとなっておりま

す。ただし、本プランは、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。 

 なお、本プランの詳細につきましては、当社インターネットホームページにその開示資料を掲載し

ておりますのでご参照ください（http://www.nippi-inc.co.jp/）。 

  

④ 本プランの合理性について （本プランが会社の支配に関する基本プランに沿い、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについ

て） 

本プランは、大量買付行為が行われる際に、株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が提案する

ために必要かつ十分な情報や時間を確保する等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる

ための取組みであり、まさに会社の支配に関する基本プランに沿うものであります。 

 また、本プランは、ａ．買収防衛策に関する指針の要件を充足していることおよび経済産業省に設置

された企業価値研究会が平成20年6月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在

り方」の内容を踏まえたものになっていること、ｂ．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入

されていること、ｃ．株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するものであること、

ｄ．独立性の高い社外者のみから構成される特別委員会の勧告を最大限尊重するものであること、ｅ．

デッドハンド型およびスローハンド型の買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する基本プランに

沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと考えております。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、24百万円であります。なお、当第１四半期連結累

計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 主要な設備 

前連結会計年度において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等につい

て当第１四半期連結累計期間に著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000 

計 48,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式で単元
株式数は1,000株であります。

計 12,000,000 12,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年６月30日 ─ 12,000 ─ 3,500 ─ 282 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成25年６月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式 413株が含まれております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─ 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─ 

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─ 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 

51,000
― ─ 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

11,860,000 
11,860 ─ 

単元未満株式 
普通株式 

89,000 
― ─ 

発行済株式総数 12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,860 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ニッピ 
（自己保有株式）

足立区千住緑町１-１-１ 51,000 ─ 51,000 0.43 

計 ― 51,000 ─ 51,000 0.43 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、藍監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,275 4,588

受取手形及び売掛金 ※2, ※4  7,857 ※2, ※4  8,294

商品及び製品 4,949 4,954

仕掛品 518 482

原材料及び貯蔵品 864 926

未収還付法人税等 1 4

未収消費税等 125 53

繰延税金資産 409 440

その他 526 568

貸倒引当金 △60 △62

流動資産合計 19,468 20,251

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,088 7,023

機械装置及び運搬具（純額） 622 622

土地 22,689 22,689

リース資産（純額） 188 173

建設仮勘定 5,116 5,255

その他（純額） 138 133

有形固定資産合計 35,843 35,898

無形固定資産   

リース資産 49 43

その他 158 168

無形固定資産合計 207 211

投資その他の資産   

投資有価証券 4,263 4,100

長期貸付金 280 279

繰延税金資産 9 12

破産更生債権等 1,447 1,442

その他 402 397

投資損失引当金 △53 △53

貸倒引当金 △1,571 △1,536

投資その他の資産合計 4,777 4,642

固定資産合計 40,828 40,752

繰延資産 34 31

資産合計 60,331 61,035
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  8,250 ※4  7,885

短期借入金 ※3  8,295 ※3  8,147

1年内償還予定の社債 470 470

リース債務 82 78

未払法人税等 883 516

未払消費税等 56 55

繰延税金負債 33 29

賞与引当金 412 204

役員賞与引当金 57 31

その他 1,391 2,045

流動負債合計 19,933 19,464

固定負債   

社債 1,440 1,390

長期借入金 8,668 9,454

長期未払金 1,845 1,789

リース債務 168 149

繰延税金負債 763 798

再評価に係る繰延税金負債 4,657 4,657

退職給付引当金 1,685 1,709

役員退職慰労引当金 466 481

資産除去債務 5 5

その他 474 474

固定負債合計 20,175 20,911

負債合計 40,109 40,376

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,500 3,500

資本剰余金 1,153 1,214

利益剰余金 6,792 6,937

自己株式 △226 △157

株主資本合計 11,219 11,494

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 251 316

繰延ヘッジ損益 90 87

土地再評価差額金 8,199 8,197

為替換算調整勘定 9 93

その他の包括利益累計額合計 8,550 8,694

少数株主持分 452 470

純資産合計 20,222 20,659

負債純資産合計 60,331 61,035
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 9,366 10,052

売上原価 6,827 7,462

売上総利益 2,538 2,589

販売費及び一般管理費 2,046 1,920

営業利益 491 669

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 19 23

持分法による投資利益 116 99

その他 10 11

営業外収益合計 148 135

営業外費用   

支払利息 129 96

手形売却損 8 8

為替差損 24 9

その他 16 13

営業外費用合計 179 128

経常利益 460 676

特別利益   

投資有価証券売却益 － ※1  116

工場誘致奨励金 69 －

特別利益合計 69 116

特別損失   

固定資産除却損 ※2  3 ※2  0

投資有価証券売却損 0 －

投資損失引当金繰入額 13 －

その他 0 －

特別損失合計 18 0

税金等調整前四半期純利益 511 792

法人税、住民税及び事業税 94 552

法人税等調整額 88 △42

法人税等合計 182 510

少数株主損益調整前四半期純利益 328 282

少数株主利益 10 18

四半期純利益 317 263
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 328 282

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △7 72

繰延ヘッジ損益 △60 △1

為替換算調整勘定 34 83

持分法適用会社に対する持分相当額 △6 4

その他の包括利益合計 △39 158

四半期包括利益 289 441

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 291 421

少数株主に係る四半期包括利益 △2 19
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  １  偶発債務 

  連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
  

※２  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

 
  

※３  コミットメントライン契約 

  運転資金の必要調達額の確保及び効率的資金運用を行うため取引銀行８行と短期コミットメントライ

ンの設定契約を締結しております。 

  当第１四半期連結会計期間末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりで

す。 

 
  

※４ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

 なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末

残高に含まれております。 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

㈱ボーグ 37百万円 35百万円 

日皮(上海)貿易有限公司 139  〃 151  〃 

計 176  〃 187  〃 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

受取手形割引高 734百万円 723百万円 

受取手形裏書譲渡高 421  〃 386  〃 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

コミットメントラインの総額 5,400百万円 5,400百万円 

借入実行残高 ―  〃 ―  〃 

差引額 5,400  〃 5,400  〃 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

受取手形 239百万円 217百万円 

支払手形 132  〃 137  〃 
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(四半期連結損益計算書関係) 

※１  投資有価証券売却益の内容は、次のとおりであります。 

 
  

※２  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日) 

１ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３ 株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

関係会社株式 ―百万円 116百万円 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

建物及び構築物 3百万円 0百万円 

その他 0  〃 0  〃 

計 3  〃 0  〃 

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 227百万円 213百万円 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 83 ７ 平成24年３月31日 平成24年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 119 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント利益の調整額の区分は報告セグメントに含まれない全社費用であり、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴
い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後
の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税
法に基づく方法に変更しております。 
 なお、当該変更による影響額は軽微であります。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント利益の調整額の区分は報告セグメントに含まれない全社費用であり、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 
  
  
  

  

        (単位：百万円) 

 報告セグメント
調整額 
(注)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額

 
コラーゲ

ン・ケーシ

ング事業

ゼラチン 
関連事業

化粧品 
関連事業

皮革 
関連事業

賃貸・不
動産事業

食品その
他事業

計

売上高          

外部顧客への売上高 2,224 1,951 1,123 2,129 97 1,839 9,366 ― 9,366 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2 ― ─ ─ 388 ─ 390 △390 ― 

計 2,226 1,951 1,123 2,129 486 1,839 9,756 △390 9,366 

セグメント利益 
又は損失（△） 

344 259 △114 38 259 75 863 △371 491 

        (単位：百万円) 

 報告セグメント
調整額 
(注)

四半期 
連結損益
計算書 
計上額

 
コラーゲ

ン・ケーシ

ング事業

ゼラチン 
関連事業

化粧品 
関連事業

皮革 
関連事業

賃貸・不
動産事業

食品その
他事業

計

売上高          

外部顧客への売上高 2,759 1,721 992 2,217 112 2,248 10,052 ― 10,052 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

1 ― ― ― 388 ― 390 △390 ― 

計 2,760 1,721 992 2,217 501 2,248 10,442 △390 10,052 

セグメント利益 
又は損失（△） 

556 34 △41 98 284 97 1,029 △359 669 
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(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 28.17円 22.92円 

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 317 263 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 317 263 

普通株式の期中平均株式数(株) 11,281,715 11,516,124 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年８月９日

 株式会社 ニッピ 

 取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社ニッピの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半
期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッピ及び連結子会社の平成25年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

藍監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 林 恒 男    ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小 林 新太郎    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年８月９日 

【会社名】 株式会社ニッピ 

【英訳名】 Nippi,Incorporated 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  伊 藤 隆 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役  河 村 桂 作 

【本店の所在の場所】 東京都足立区千住緑町１丁目１番地１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  



当社代表取締役社長伊藤隆男及び当社最高財務責任者・常務取締役河村桂作は、当社の第167期第１四

半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基

づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


